
沖
縄
県
と
各
市
町
村
と
の
役
割
分
担

沖縄県の主な役割 市町村の主な役割

・財政運営の主体 ・国保事業費納付金を
県に納付

・国保運営方針に基づき、
事務の効率化、標準
化、広域化を推進

・資格管理
（国保証の交付）

・市町村ごとの標準保険
料率を算定。公表

・標準保険率等を参考
に国保料率決定

・国保料の通知・収納

・保険給付費等交付金
の支払 ・保険給付の決定、支給
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委
員
会
レ
ポ
ー
ト

保
障
と
し
て
他
保
険
も
関
連
が
あ
る

等
の
理
由
に
よ
り
、
他
保
険
の
代
表

者
か
ら
も
委
員
を
募
る
。

問 

同
協
議
会
は
何
人
で
構
成
さ
れ

て
い
る
の
か
。

答 

こ
れ
ま
で
の
６
人
か
ら
７
人
に

な
る
。

問 

同
協
議
会
は
今
後
ど
の
よ
う
な

取
り
組
み
を
行
う
の
か
。

答 

こ
れ
ま
で
は
予
算
・
決
算
を
審

議
す
る
年
２
回
開
催
だ
っ
た
。
平
成

30
年
度
は
、
税
率
改
正
を
協
議
す
る

重
要
案
件
が
あ
る
こ
と
か
ら
３
、４

回
の
開
催
を
予
定
し
て
い
る
。

国
民
健
康
保
険
の
県
単
位
化
の
影
響
は

問 

今
年
度
よ
り
国
民
健
康
保
険
が

県
単
位
化
と
な
る
が
、
保
険
税
率
は

ど
う
な
る
の
か
。

答 

計
算
段
階
で
の
本
町
の
負
担
割

合
（
所
得
に
対
す
る
税
負
担
率
）
は

13
・
３
％
で
あ
り
、
県
内
の
平
均
は

14
〜
15
％
で
あ
る
。
本
町
の
国
保
財

政
の
不
足
分
を
補
う
た
め
に
一
気
に

税
率
改
正
す
る
と
被
保
険
者
の
負
担

増
に
な
る
の
で
、
平
成
30
年
度
は
税

率
改
正
は
行
わ
ず
、
二
段
階
で
県
が

示
し
た
必
要
な
分
ま
で
改
正
す
る
検

証
を
行
う
。
平
成
31
年
４
月
の
税
率

一
部
改
正
を
目
指
す
。

国
民
健
康
保
険
条
例
の
改
正
は

問 

本
町
の
国
保
運
営
協
議
会
に
国

保
被
保
険
者
以
外
の
保
険
者
か
ら
代

表
者
を
追
加
す
る
ね
ら
い
は
何
か
。

答 

今
後
、
幅
広
い
観
点
か
ら
国
保

税
の
税
率
を
協
議
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
。
国
保
の
財
政
負
担
は
、
社
会

●●●●●●●

総
務
民
生
委
員
会

委
員
長
：
浦
崎
み
ゆ
き　

副
委
員
長
：
金
城
好
春

委
　
員
：
新
垣
由
雄
・
大
城
勝
・
大
宜
見
洋
文

照
屋
仁
士
・
赤
嶺
奈
津
江
・
大
城
毅

国
場
川
水
系
水
質
調
査

問 

国
場
川
水
系
水
質
調
査
委
託
業

務
の
実
施
状
況
は
ど
う
か
。

答 

町
内
の
河
川
の
環
境
保
全
対
策

の
基
礎
資
料
を
得
る
た
め
に
、
３
河

川
（
国
場
川
・
宮
平
川
・
長
堂
川
）

を
年
２
回
の
水
質
調
査
を
行
っ
て
い
る
。

調
査
結
果
は
町
Ｈ
Ｐ
に
掲
載
し
て
い
る
。

▲総務民生委員会の様子

▲水質調査の様子

委員会
レポート

議
案
を
よ
り
深
く
審
査
す
る
た
め
、必
要
な
書
類
、

資
料
を
求
め
、２
つ
の
所
属
委
員
会
に
分
か
れ
、

担
当
課
へ
質
疑
し
ま
し
た
。


